
中間まとめへの意見（６）
【はじめに】（1ページ～2ページ）

「電子出版」の定義（2ページ）
　　「電子書籍をインターネット等を通じて配信することを『電子出版』と呼ぶ」とあるが、この定義では電子書籍を発行する者のみならず、単なる「配信業者」（言い換えれば紙の書籍や雑誌でいうところの流通業者）が電子出版者となる可能性があり、まったく論外である。これは「出版」および「出版行為」についての検討が十分行われていないことが原因である。配信業者を電子出版者とすることには同意できない。
【電子書籍に対応した出版権の整備について】（18ページ～32ページ）
《一体的設定の是非》（20ページ）
１．電子書籍の現状が、自社刊行物からが97％、ボーンデジタルを含めれば99％を超える状況において、出版者が出版権設定を受けるのであれば、一体のものでなければならない。現行出版権を拡大して電子書籍までを含む形であるべきである。
２．「中間まとめ」においては、電子出版を行う者について、いろいろな解釈がなり立つ定義がなされている。電子化にあたり、出版行為に不可欠な「発意と責任」に関しては、紙の媒体と全く同じであるにも拘わらず、その原点を踏まえずに検討がなされ、配信行為をするだけの者にも電子出版権が付与されるように解釈できる記述（中間まとめ20ページ）には同意できない。ボーンデジタルのものも含め、出版物として編集を行い、出版物という形を成し、流通（配信）に乗せるまでは、紙媒体のものと同じ過程を踏むことは疑いもない事実である。あくまで最終のアウトプットが紙媒体とした印刷物なのか、それともデジタルデータなのかの違いであり、そこには差異はない。「中間まとめ」においては、一体化をデフォルトとした設定にし、著作者と出版者の話し合いにより紙媒体のみまたは電子書籍のみと選択できることも提言されているので、是非とも一体化をデフォルトとして欲しい。
３．21ページ脚注42において、電子書籍ビジネスへの新規参入の促進について記述があるが、日本における「出版事業」への参入障壁は存在しない。日本においては、憲法の規定により「言論、表現、出版の自由」が保障されている。どのような者がどのような形で出版に携わろうと、どのようなものを出版しようと認められている。日本が出版大国である事実は、いかに参入障壁の壁が低いかの証明にほかならない。
《雑誌をデッドコピーしたインターネット上の海賊版対策》（25ページ～28ページ）
１．雑誌掲載の著作物にそれぞれ出版権設定をすることによって侵害対策をする旨の結論が記載されているが、実務から乖離したものであり、納得できない。雑誌は、数十以上の著作物から構成されるものも少なくない。このような実態に関係なく、発行のたびに1件30,000円の登録料を支払って登録を行うとすれば、出版者の製作原価を圧迫し、定価は上昇し、それにより売り上げ減少をきたし、雑誌の発行そのものが危うくなる。雑誌に限っては、出版権設定をしなくとも海賊版対応ができる方策を考えるべきである。
２．電子出版権設定があれば、対応できるというのは画餅である。電子化が行われるかが不確定のときに電子出版権の設定契約をするとなれば、それこそ著作者が言う「塩漬け」が必ず起こり得る。果たしてこのような制度設計で構わないのか、と改めて問いかけたい。
３．雑誌に掲載するにあたり、著作物の掲載覚書を著作者と取り交わせば、誌面からのデッドコピーができないような制度設計を考えるべきである。それには、「見做し侵害」規定の導入が必要である。第6回の小委員会の議論では、見做し侵害規定導入の可否について相当な議論が行なわれている。しかしながら、中間まとめにおいては、導入困難とする結論になっている。すくなくとも副主査である森田宏樹先生や前田哲男弁護士は、導入可能との前提で論を述べられているが、これらの導入論は一顧だにされていない。このような不公平なまとめ方は、先に結論ありき、と言わざるを得ない。「見做し侵害」規定の導入を求める。
【再許諾について】（29ページ）
《電子書籍に対応した出版権に係る再許諾の在り方》（29ページ）
１．電子書籍の配信には、プロバイダやプラットフォーマーに公衆送信権の再許諾が必要であり、この結論には賛成するが、さらに紙の出版物にまで再許諾権を認める記述になっている。しかし、紙の出版物に関する再許諾は、実情に照らしまったく意味のないものである。すなわち、紙の親本出版者が、自らの意思で第三者に対して二次出版なり三次出版の許諾を出すことについて、実例を聞いたことはない。二次出版なり三次出版は、当該出版者が著作者との話によって許諾を受け、この許諾のもとに著作者自らまたは当該出版者が親本出版者である一次出版者に了承を求めてくるのが通例であり、親本出版者は事後的にこれを了承するにすぎない。
【終わりに】（33ページ～34ページ）
出版権を紙媒体と一体とするか、それとも分離し単独の独立した電子出版権とするかにつ
いて、表向き両論併記の体裁をとっているが、実態は、単独の独立した電子出版権の創設
を目指しているとしか読めない。いわば、結論ありきの報告書と言わざるを得ない。
単独の独立した電子出版権が認められると、グローバルな大企業が著作者と直交渉を行い、電子化権を買い漁る可能性を否定できない。果たしてこのようなときに著作者は自らの意思をもって対応できるのであろうか。実態はまず無理であろう。すくなくとも著作者と出版者はお互いがリスペクトをし、一方の利益だけを考えるのではなく、両者が手を携えることができる方策を考えるべきである。
以上

